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当初予算規模の推移

一般会計の当初予算は、平成13年度までは本格的な高齢社会を迎える21世紀初頭までの期間を高い公共投資水準を維

持し得る最後の貴重な期間と位置づけ、国の経済対策にも呼応しながら、遅れていた社会資本の整備や県勢の発展に資す

る戦略的プロジェクトの推進に積極的に取り組んできたことにより、右肩上がりで推移しています。

その後、国が地方交付税等の大幅な削減を行ったことなどに伴い、予算規模は急激に縮小しています。

平成21年度からは、平成20年の世界的な規模での金融危機（いわゆるリーマンショック）に対する、国を挙げた経済対策に

呼応したこと等により、5,300億円程度の予算規模で推移しています。
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歳入予算は、自主的に収入を確保することができる県

税などの「自主財源」が4割程度、国から交付される地

方交付税などの「依存財源」 が6割程度であり、国の動

向に大きな影響を受ける財政構造となっています。

自主財源の主なものは県税です。平成28年度当初予

算においては684億円で歳入総額の13.2%を占めていま

す。

依存財源の主なものは地方交付税、国庫支出金及び

県債です。特に地方交付税は歳入総額の1/3を占めて

おり、国の地方財政対策に伴う地方交付税の動向が予

算に大きく影響します。

歳入予算の特徴（平成28年度当初予算）

平成28年度当初予算 歳入構成内訳

平成２８年度当初予算

国庫支出金
697 

13.4%

地方交付税
1,774
34.1%

県債
607

11.7%
地方譲与税等、

交通安全対策

特別交付金
138
2.6%

県税
684 

13.2%

地方消費税清算金
255
4.9%

諸収入
780 

15.0%

分担金及び負担金
32

0.6%

使用料及び手数料
41

0.8%

繰入金
142
2.7%

財産収入等
52

1.0%

H28当初
5,202
億円

自主財源
1,985億円

（38.2%）

依存財源
3,217億円

（61.8%）

（単位：億円）

※H元～H27は最終予算額、H28は当初予算額

歳入予算規模の推移
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歳入予算は、平成10年度までが増加傾向に、その後平成19年度までが減少傾向にあり、近年は5,300億円程度となって

います。平成5年度、平成10年代初頭、平成21年度は、国の大規模な経済対策に呼応したことから予算規模が大きくなっ

ています。

地方交付税（臨時財政対策債を含む）は、平成15年度が最大で2,352億円でしたが、その後急激な削減（いわゆる地財

ショック）や、リーマンショック後の特別措置を経て平成28年度は2,013億円となっています。

（億円）

（年度）

地方譲与税等

国庫支出金

地方債

臨時財政対策債

地方交付税

諸収入等

県税582 594 653 632 614 650 675 693 682 774 690 735 705 624 596 578 599 610 700 696 601 565 561 560 568 601 672 684 

449 425 
678 794 832 843 872 836 954 

1,175 1,169 1,019 971 1,077 1,057 1,042 1,094 1,103 1,046 978 1,251 1,265 1,292 1,170 1,127 1,112 
1,314 1,302 

1,647 1,826 
1,904 1,887 1,848 1,813 1,809 1,893 1,965 

2,018 2,187 2,285 2,144 2,072 1,908 1,822 1,846 1,834 1,837 1,816 1,620 1,751 1,842 1,854 1,841 1,852 
1,831 1,774 

116 250 444 
318 245 187 199 242 470 501 390 372 346 314 

266 239 

510 
573 

557 645 822 676 911 841 
988 

1,515 1,394 1,168 1,347 1,029 810 
862 625 562 471 452 

495 444 399 469 426 337 
396 368 

1,112 
1,078 

1,163 
1,394 

2,056 
1,767 

1,640 1,441 
1,495 

1,796 1,613 
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義務的経費

2,364 
45.4%

投資的経費

1,047 
20.1%

その他の経費

1,791
34.4%

人件費

1,234
23.7%

公債費

745
14.3%

扶助費

385
7.4%

普通建設事業費

988
19.0%

災害復旧事業費

59
1.1%

補助費等

768
14.8%

貸付金

702
13.5%

その他

320
6.2%

総務費

294
5.7%

民生費

549
10.5%

衛生費

207
4.0%

労働費

25
0.5%

農林水産業費

410
7.9%

商工費

731
14.0%土木費

722
13.9%

警察費

214
4.1%

教育費

961
18.5%

災害復旧費

63
1.2%

公債費

747
14.4%

その他

278
5.3%

歳出を行政目的によって分類した目的別の内訳は、公

立小中学校の教職員人件費を含む教育費、借金の返済

金にあたる公債費及び道路・河川等の工事を行う土木費

のほか、産業振興のため中小企業への融資などを行う商

工費の割合が高くなっています。

歳出予算の特徴（平成28年度当初予算）

平成28年度当初予算 歳出構成内訳

目的別内訳 性質別内訳

性質別の内訳は、人件費、公債費、扶助費の義務的

な経費が45.4%と半分近くを占めています。また、普通建

設事業費、災害復旧事業費の投資的経費が20.1%を占

めています。

（単位：億円）

総額

5,202億円

総額

5,202億円

歳出予算規模の推移

3※H元～H27は最終予算額、H28は当初予算額

歳出予算は、平成10年度までが増加傾向に、その後平成19年度までが減少傾向にあり、近年は5,300億円程度となって

います。平成5年度、平成10年代初頭、平成21年度は、国の大規模な経済対策に呼応したことから予算規模が大きくなっ

ています。

性質別の内訳として、職員人件費、公債費及び扶助費の義務的経費が半分を占めています。このうち、職員人件費は

財政健全化に伴う職員の定数削減等により、また、公債費は公共事業規模の縮小により減少傾向にありますが、扶助費

は高齢化の進行に伴い増加傾向にあります。

補助費・

貸付金等

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

1,199 1,262 1,330 1,352 1,390 1,389 1,414 1,439 1,472 1,472 1,455 1,467 1,478 1,466 1,400 1,362 1,318 1,317 1,281 1,255 1,222 1,216 1,210 1,244 1,192 1,226 1,220 1,234 

424 407 429 466 
838 938 

529 587 595 660 
802 877 941 1,022 1,051 1,147 1,089 1,031 1,006 1,040 1,018 1,082 999 941 941 936 875 745 189 203 216 228 

209 221 
227 236 253 261 274 266 281 285 252 257 249 284 298 300 312 323 333 334 340 351 367 385 

1,718 1,730 1,868 
2,232 

2,804 2,247 2,712 2,463 2,619 

3,445 3,075 2,773 2,706 2,296 
1,931 1,773 

1,591 1,403 1,210 1,221 1,474 1,305 1,145 1,273 1,298 1,081 1,030 1,047 

837 969 
1,190 

1,157 

1,017 

1,018 1,091 
1,049 

1,185 
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1,417 

1,337 
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1,412 1,316 
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1,282 1,347 
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1,520 1,846 1,791 
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6,258 
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6,800 6,743 
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県税

684

21.1%

地方譲与税等

138 4.3%

基金取崩

55 1.7%

その他

90 2.8%

地方交付税
（臨時財政対策債239含む）

2,013 62.2%

地方消費税清算金
255 7.9%

一般財源の状況（歳入）

歳入は、国からの補助金のように使途が決められている「特定財源」と、県税や地方交付税など使途が特定されず、ど

んな経費にも使うことができる「一般財源」に分けることもできます。

平成28年度当初予算の一般財源総額は3,236億円となっており、全体の62.2%を占めています。この一般財源の内訳は、

地方交付税が62%を占めており、地方交付税の動向が本県の財政基盤に大きく影響します。

また、収支不足が生じているため、平成28年度当初予算では貯金である財政調整のための基金を55億円取り崩して対

応しています。

特定・一般財源別内訳 一般財源の内訳

一般財源総額：3,236億円

（単位：億円）

一般財源

3,236 
62.2%

特定財源

1,966 
37.8%

県税

684
13.2% 地方消費税等

255   4.9%

地方譲与税等

138   2.6%

基金取崩

55
1.1%

その他

90
1.7%

国庫支出金

675
13.0%

地方債

368
7.1%

諸収入等

924
17.8%

地方交付税
（臨時財政対策債239含む）
2,013 38.7%

一般財源の状況（歳出）
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平成28年度当初予算の歳出における目的別にみた一般財源の内訳は、公債費と教育費で半分近くを占めています。

また、経費支出の義務・任意性でみると、職員給与費、公債費、扶助費などの義務的経費が83.1％を占めており、任意性

の高い経費は16.9％に過ぎない状況となっています。

一般財源の義務・任意性別内訳一般財源の目的別内訳

一般財源総額：3,236  億円

（単位：億円）

民生費
482

(14.9%)

労働費 10(0.3%)

農林水産業費
137(4.2%)

警察費 198(6.1%)

土木費 198(6.1%)

教育費
751

(23.2%)
災害復旧費 6(0.2%)

公債費
744

(23.0%)

商工費
83(2.6%)

衛生費 126(3.9%)

総務費
224

(6.9%)

その他
278

(8.6%)

（単位：億円）

公債費

742億円

22.9%

任意性の高い経費
547億円(16.9%)

義務的な経費
2,688億円(83.1%)

その他の
義務的な

経費
923億円

28.5%

職員給与費
1,024億円

31.6%



県税の状況

平成28年度当初予算 県税構成内訳

総額

684億円

平成28年度当初予算の県税は684億円で、歳入

全体の13.2％を占めていますが、これは都道府県

平均34.4%（平成26年度決算額ベース）を下回って

います。

県税の主なものは、県内に住所のある個人や法

人などに課せられる県民税、事業を営む個人の所

得や法人の収入等に課せられる事業税、地方消

費税となっています。

なお、県独自課税として、 「核燃料税」 、「産業廃

棄物減量税」、 「水と緑の森づくり税」があります。

（単位：億円）

県財政の特徴

事業税 162
23.6%

地方消費税 122 
17.9%

不動産取得税 13 
1.9%

県たばこ税 7
1.0%

自動車取引税 6 
0.9%

軽油取引税 51
7.4%

自動車税 80 
11.7%

核燃料税 6
0.9%

県民税 232
（うち水と緑の森づくり税 2）

33.9%

その他 4
（うち産業廃棄物減量税 3 ）

0.6%
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県税収入の推移

5

県税収入は、平成10年度の775億円をピークに、リーマンショックを境に560億円台で推移していましたが、近年は企業

の業績回復傾向や消費税率が8％へ引き上げられた影響により増加しており、平成28年度当初予算では、対前年度比で

約10億円増加しています。

（億円）

（年度）
※H元～H26は決算額、H27は最終予算額、H28度は当初予算額。 ※地方消費税は他都道府県との清算前の額。

地方消費税
（H9～）

不動産取得
税等

自動車税

個人県民税

法人県民税・
事業税



地方交付税（臨時財政対策債含む）の状況

地方交付税とは、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供でき
るよう財源を保障するためのものです。

地方交付税は、通常の行政サービスのために必要な財源を保障する「普通交付税」と、災害など各地方公共団体の特殊
事情により生じた財政需要に対応するための「特別交付税」があります。

平成28年度の普通交付税（臨時財政対策債含む）予算額は2,006億円となり、歳入予算総額の38.6％に当たります。

基 準 財 政 需 要 額 2,674億円

一 般 財 源 2,840億円

（単位：億円）

基準財政
需要額
2,674億円

基準財政
収入額

668億円

標準的な県民サービスにかかる経費公債費・事業費補正

公債費・事業費補正 自由に使える交付税

基準財政収入額
（Ａ）×75%（※）

668億円

留保
財源
166
億円

地方税・地方譲与税等収入（Ａ）
834億円

普通交付税のしくみと平成28年度予算額

普通交付税＝基準財政需要額－基準財政収入額

留保財源
基準財政需要額に算入
された事業以外の事業
を行うための財源

（Ａ）×25%（※）

普通交付税 2,006億円

（※） 税源移譲相当額（個人住民税）、税率引上げによる増収分（地方消費税）、地方譲与税（地方法人特別譲与税を除く）、交通安全
対策特別交付金は、収入額の100%を基準財政収入額に算入。
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リーマンショック
後の特別措置に
よる増

H28

2,013

※ H元～H26は決算額、H27年は決算見込み額、H28は当初予算額

地方交付税（臨時財政対策債含む）の推移
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2,156

地方交付税（臨時財政対策債含む）は、平成15年度が最大で2,352億円でしたが、その後急激な削減（いわゆる地財ショッ

ク）やリーマンショック後の特別措置を経て、平成28年度の当初予算額は2,013億円を計上しています。

臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行される

県債です。地方交付税の振替であり、元利償還金については、後年度に全額地方交付税で措置されます。

H26 H27

2,113

地財ショック
による減

臨時財政対策債

地方交付税



※H元～H27は2月補正後予算額。H28は当初予算額

普通建設事業費の推移

道路や空港・港湾の建設、河川の改修、地すべりの防止など遅れていた社会資本の整備のため、平成10年代初頭まで積
極的に公共事業を行ってきましたが、その後財政状況の悪化等に伴い、普通建設事業費は減少傾向にあります。

また、県勢の発展に資する戦略的プロジェクトとして、平成2年度から平成17年度にかけて、教育文化施設(大学、美術館
など）、産業振興施設（くにびきメッセなど）、福祉増進施設（いきいきプラザ島根など）などの整備を行っています。

（億円）

（年度）
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※H50～H27は2月補正後予算、H28は当初予算額 ※本グラフは、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計、県営住宅特別会計）を対象としている。

公共事業費（一般会計・特別会計）の推移
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公共事業費は、平成10年度までが増加傾向に、その後平成19年度までが減少傾向となり、平成28年度は850億円程度と
なっています。

平成5年度、平成7年度、平成10年度～平成12年度、平成21年度、平成24年度は、国の大規模な経済対策に呼応したこと
から、経済対策分の補助事業が大きくなっています。

国直轄事業

補助公共

維持修繕

受託事業

県単公共

経済対策分

災害復旧



通常県債

368
60.6%

通常県債以外

239 
39.4%

公共事業等債

220
36.2%

一般単独事業債

85
14.0%

緊急防災・減債事業債

35
5.8%

教育・福祉施設等

整備事業債

14
2.3%

災害復旧事業債

14
2.3%

臨時財政対策債

239
39.4%

県債の状況

平成28年度当初予算（一般会計） 県債構成内訳県債（通常県債）は、道路や河川などの整備のよう

に、その受益が将来に及び、後年度の県民にもその

負担を求めることが適当な事業を行う場合や、災害復

旧など臨時に多額の財源を必要とする場合に認めら

れる県の借金です。

県債の活用により、社会資本の整備、生活環境の

改善や福祉施設の充実など県民のニーズに応えるこ

とができますが、県債の借入は後年度に公債費として

借金返済する必要があるため、将来の予算に過度な

負担とならないよう、計画的な県債管理と発行抑制に

努める必要があります。

臨時財政対策債は、地方一般財源の不足に対処す

るため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例

として発行される県債です。地方交付税の振替であり

元利償還金については、後年度に全額地方交付税措

置されます。平成28年度当初予算における臨時財政

対策債は239億円で県債総額の39.4%を占めています。

（単位：億円）

総額

607億円

（含 財源対策債 96）

県債と基金
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県債発行額・公債費・県債残高の推移（普通会計）
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平成10年代初頭までの積極的な公共事業に伴い、県債発行額、公債費及び県債残高ともに右肩上がりで推移してきま

した。

その後、公共事業の縮小や施設整備の抑制に伴い、通常県債に係る公債費は減少傾向にありますが、一方で、臨時財

政対策債の借入が増加しているため、県債残高及び公債費ともに高止まりの状態にあります。

※H元～H26は決算額、H27は決算見込み額、H28は当初予算額

県債残高



県債残高の推移（一般会計）

（年度）
（億円）

将来の財源で償還していく実質の県債残高は、通常県債が公共事業費の減少、財政健全化のための県債の繰上償還

により,平成14年度をピークに残高が減少している一方で、地方交付税の振替である臨時財政対策債の残高は年々残高

が増加しており、両者を合わせると平成15年度以降、約1兆円で推移しています。
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（ａ）契約上の県債残高 8,711 8,426 8,065 7,773 7,464 7,163 7,000 6,808 6,532 6,230 6,115

（ｂ）減債基金満期一括勘定残高 16 23 29 33 26 12 21 32 24 38 52

（ｃ）減債基金一般勘定残高 9 9 9 9 9 29 29 29

（ｄ＝ａ－ｂ－ｃ） 実質の県債残高 8,695 8,403 8,036 7,731 7,429 7,142 6,970 6,767 6,479 6,163 6,034

（ａ）契約上の県債残高 1,522 1,677 1,875 2,300 2,732 2,937 3,166 3,384 3,545 3,715 3,759

（ｂ）減債基金満期一括勘定残高 9 21 36 56 68 35 46 61 78 125 126

（ｃ）減債基金一般勘定残高 39 163 237 282 305 285 229 174

（ｄ＝ａ－ｂ－ｃ） 実質の県債残高 1,513 1,656 1,839 2,205 2,501 2,665 2,838 3,018 3,182 3,361 3,459

（ａ）契約上の県債残高 10,233 10,103 9,940 10,073 10,196 10,100 10,166 10,192 10,077 9,945 9,874

（ｂ）減債基金満期一括勘定残高 25 44 65 89 94 47 67 93 102 163 178

（ｃ）減債基金一般勘定残高 48 172 246 291 314 314 258 203

（ｄ＝ａ－ｂ－ｃ） 実質の県債残高 10,208 10,059 9,875 9,936 9,930 9,807 9,808 9,785 9,661 9,524 9,493

　※(b)減債基金満期一括勘定残高　：　満期一括償還方式の県債の償還財源に充てるため計画的に積み立てているもの
　  (c)減債基金一般勘定残高　　　：　後年度の県債の償還財源に充てるため積み立てているもの

区分

通常
県債

臨時
財政

対策債

合計

※ H元～H26年度は決算額、H27は決算見込み額、H28は当初予算額

残高
総額
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財政調整のための基金の推移
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収支不足の補填などのため、財政調整のための基金を設置しています。

平成7年度に約1,500億円あった財政調整のための基金も、長く続く収支不足のため減少傾向にあり、平成28年度当初予算

時点では109億円ですが、執行節減により決算段階では159億円となることが見込まれています。

これによりH29年度末（財政健全化基本方針）の目標130億円は現在のところ確保されています。

（年度）

（億円）

※(財政調整のための基金)
H元年度からH26年度までは財政調整基金、減債基金（満期一括勘定

分を除く。）及び大規模事業基金、 H27年度からは財政調整基金

※H元～H26は決算額、H27は決算見込み額、H28は当初予算額



財政健全化の取組

・概ね平成29年度に、130億円程度の財政調整基金を確保した上で、給与の特例減額などの特例措置なしに収支均衡

【具体策】① 行政の効率化・スリム化（総人件費の抑制、組織等の見直しなど）
② 事務事業の見直し
③ 財源の確保（県税収入の確保など）

＜参考＞「財政健全化基本方針」における目標

県の財政は、支出が収入を上回る状態が

続いていたため、平成19年度に「財政健全化

基本方針」を策定し、収支改善に取り組んで

います。

方針では、収支が均衡するまでの間は県

の貯金にあたる基金を取り崩して予算を編

成することとしています。

平成28年度当初予算では、基金取崩は55

億円となり、当初予算時点での目標額（55億

円）どおりとしています。

財政の健全化は概ね方針に沿って進んで

います。

（年度）

財政健全化

財政指標で見る島根県（平成26年度普通会計決算ベース）
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指標 島根県 全国 指標 島根県 全国
単位 順位 単位 順位

基 準 財 政 収 入 額 百万円 55,950 45 257,993 1 人 当 た り 地 方 債 千円 100 1 48

基 準 財 政 需 要 額 百万円 238,851 37 437,802 地 方 債 構 成 比 （ 依 存 度 ） ％ 13.4 18 12.6

財政力指数（H24～H26） - 0.22864 47 0.47338 自 主 財 源 比 率 ％ 33.6 43 53.5

標 準 財 政 規 模 百万円 283,523 40 597,021 一 般 財 源 比 率 ％ 50.2 39 56.7

1人当たり標準財政規模 千円 401 1 251 経 常 一 般 財 源 比 率 ％ 91.1 8 91.8

歳 出 総 額 百万円 509,435 37 1,004,232 経 常 収 支 比 率 ％ 90.5 5 93.0

1 人 当 た り 歳 出 総 額 千円 721 3 437 実 質 公 債 費 比 率 ％ 12.6 12 13.1

地 方 税 百万円 68,429 45 378,596 将 来 負 担 比 率 ％ 177.3 17 187.0

1 人 当 た り 地 方 税 千円 84 34 115 実 質 収 支 百万円 5,040 23 8,948

地 方 税 構 成 比 ％ 11.2 45 34.4 実 質 収 支 比 率 ％ 1.80 11 1.50

地 方 交 付 税 百万円 185,197 20 188,910 地 方 債 現 在 高 百万円 978,608 39 1,906,061

1 人 当 た り 地 方 交 付 税 千円 262 1 69 1 人 当 たり地 方 債 現 在 高 千円 1,386 1 839

地 方 交 付 税 構 成 比 ％ 35.1 4 18.2 積立金現在高（財調基金） 百万円 4,652 40 32,688

国 庫 支 出 金 百万円 84,487 29 136,088 積立金現在高（減債基金） 百万円 13,109 34 25,986

1 人 当 た り 国 庫 支 出 金 千円 120 5 50 積立金現在高（その他基金） 百万円 20,520 44 105,710

国 庫 支 出 金 構 成 比 ％ 16.0 10 13.1 積 立 金 現 在 高 （ 合 計 ） 百万円 38,281 45 164,384

地 方 債 百万円 70,848 36 130,715 1 人 当 たり積 立 金 現 在 高 千円 54 23 70



特別会計の状況

特別会計とは、県が特定の事業を行う場合や、特定の収入をもって特定の歳出に充てる場合に、一般会計と区別して

経理するもので、本県では現在12の特別会計を設けています。

（単位：百万円）

（参考）

特別会計名
平成28年度
当初予算

平成27年度
当初予算

対前年比
（伸率）

特別会計名
平成28年度
当初予算

平成27年度
当初予算

対前年比
（伸率）

公債管理 127,395 112,775
14,620

農 林 漁 業 改 善 資 金 613 541
72

(13.0%) (13.3%)

総務事務集中処理 6,031 5,860
171中 小 企 業

1,428 1,401
28

(2.9%)近 代 化 資 金 (2.0%)

証紙 2,218 2,119
98

中 海 水 中 貯 木 場 145 5
140

(4.6%) (2877.4%)

市町村振興資金 3,370 2,827
543

臨 港 地 域 整 備 1,421 769
651

(19.2%) (84.7%)

島根あさひ社会復帰
351 328

23
流 域 下 水 道 4,184 4,265

▲ 81

促進センター診療所 (6.8%) (▲1.9%)

母子父子寡婦福祉資金 605 696
▲ 90

県 営 住 宅 3,471 3,581
▲ 110

(▲13.0%) (▲3.1%)

平成28年度
当初予算

平成27年度
当初予算

対前年比
（伸率）

合 計 151,232 135,168
16,064

(11.9%)

企業会計の状況

11

企業会計とは、地方公営企業法の適用を受け、地域住民や産業へのサービスの提供を目的として県が経営する

事業の経理を行うもので、本県には現在５つの企業会計があります。

（単位：百万円）

会計名

収益的支出 資本的支出

平成28年度 平成27年度
比較増減額

平成28年度 平成27年度
比較増減額

（伸率） （伸率）

病院事業会計 22,498 22,854
▲ 356

4,107 3,859
248

（▲1.6%） 6.4%

電気事業会計 2,376 1,958
418

3,601 4,145
▲ 544

21.3% （▲13.1%）

工業用水道事業会計 207 269
▲ 62

240 303
▲ 64

（▲23.2%） （▲21.0%）

水道事業会計 2,246 3,523
▲ 1,278

903 869
34

（▲36.3%） 3.9%

宅地造成事業会計 79 75
4

52 26
26

4.7% 97.2%

合計 27,405 28,680
▲ 1,274

8,902 9,202
▲ 300

（▲4.4%） （▲3.3%）


